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２００４年３月期  第３四半期連結決算概要
[ 米国の会計基準により作成 ]

三菱商事株式会社
  （URL http://www.mitsubishi.co.jp）

８０５８

氏名 佐々木幹夫

予・決算管理ﾁｰﾑﾘｰﾀﾞｰ 氏名 蜂 谷 由 文 TEL (03)3210-2813

米国会計基準採用の有無 有

１．第３四半期の連結業績（2003年4月1日～2003年12月31日）

（１）第３四半期（2003年10月1日～12月31日）の連結経営成績 （百万円未満四捨五入）

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

（2）９ヶ月間累計（2003年4月1日～12月31日）の連結経営成績

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

％ ％ ％ ％

円 銭 円 銭

（3）連結財政状態

百万円 百万円 ％ 円 銭

（注） ① 第3四半期迄の数値については、監査法人による会計監査を受けておりません。

② 売上高、営業利益、税引前利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前年同期比増減率です。

③ 2003年3月期9ヶ月間累計の連結経営成績、及び連結財政状態につきましては、米国財務会計基準審議会基準書第142号

「営業権及びその他の無形固定資産」及び会計原則審議会意見書第18号「持分法による普通株式投資の会計処理」

に基づき、修正再表示を行っております。

④ 2004年3月期通期見通しについては、2004年3月期中間決算公表時の見通しを記載しております。

⑤ 連結子会社数 371社   持分法適用関連会社数 168社

連結対象会社数には、当社が直接連結経理処理を実施している会社のみ含めております。

⑥ 売上高及び営業利益については、日本の投資家の便宜を考慮して、日本の会計慣行に従い表示しております。
なお売上高は、当社及び連結子会社が契約当事者または代理人等として行った取引額の合計となっております。

２．連結業績の概況（2003年4月1日～2003年12月31日）

2004年2月6日

本 社 所 在 都 道 府 県

上 場 取 引 所 東 大 名

東 京 都

1株当たり当期純利益

ｺﾝﾄﾛｰﾗｰｵﾌｨｽ

代表取締役社長

株 主 資 本 比 率

潜在株式調整後
1株当たり当期純利益

売 上 高

42.04

54.53

役 職 名

役 職 名

2004 年 3 月 期 第 3 四 半 期

2004 年 3 月 期 9 ヶ 月 間 累 計

上 場 会 社 名

コ ー ド 番 号

代 表 者

問合せ先責任者

総 資 産 株 主 資 本 1株当たり株主資本

676.09

598.518,097,937

2004 年 3 月 期 9 ヶ 月 間 累 計

2004 年 3 月 期 第 3 四 半 期

59.05

8,296,377

2003 年 3 月 期 9 ヶ 月 間 累 計 44.56

2003 年 3 月 期

1,058,509

937,058

12.8

11.6

営 業 利 益 当 期 純 利 益税引前利益

3,720,037 (10.8) 34,708 (3.7) 31,897 (21.6)

2003 年 3 月 期 第 3 四 半 期 3,356,472 (△0.4) 33,461 (148.5) 26,225 (151.4)

44,443

(34.4)

売 上 高 営 業 利 益 当 期 純 利 益

14,800,000 120,000

11,232,459 (16.0) 100,904

150,000

123,177

82.1

2003 年 3 月 期 9 ヶ 月 間 累 計 9,682,087 (△2.9) 75,099 (52.6)

2004 年 3 月 期 通 期 見 通 し

92.5

92,457 (32.4)

69,807 (33.3)

100,000

第 3 四 半 期 ま で の 達 成 率 75.9 84.1

(43.4)

30,991 (671.9)

税引前利益

(72.4)

71,461 (17.4)

売上高（９ヶ月間累計）は(株)メタルワン新規連結による影響等により前年同期比1兆5,504億円(16.0%)の増収で11兆
2,325億円となり、売上総利益も同じく(株)メタルワン新規連結による影響や海外自動車関連子会社の業績好調により、
前年同期を350億円（6.6%）上回る、5,689億円となりました。
販売費及び一般管理費は、(株)メタルワンの影響により負担増となりましたが、前年の償却の反動により貸倒引当金繰
入額が改善したことにより、営業利益は前年同期を258億円(34.4%)上回る、1,009億円となりました。
その他の収益・費用は、受取配当金が資源関係で減少し、また前年の固定資産売却益の反動で固定資産損益も142
億円悪化しましたが、キャピタルゲインの増加に加え株価の回復に伴い上場有価証券評価損が改善し、更に不良資
産関連損失も大幅に減少したことなどから有価証券損益が392億円改善したことにより259億円増加しております。
持分法による投資損益は、(株)ローソンの前年のリストラ費用負担の反動、及びエネルギー資源関連会社やアジアの
自動車関連会社が好調を維持したことで堅調に推移いたしましたが、国内関連会社で固定資産の減損を計上したこと
等により前年同期と比べ7億円減少いたしました。
以上の結果、当期純利益は前年同期と比べ227億円（32.4%）増加し、925億円となりました。なお、当年度通期見通し
の1,000億円に対する達成率は92.5%となっております。



連　結　損　益　計　算　書

[米国の会計基準により作成]

第3四半期（12月31日に終了した3ヶ月間） 三 菱 商 事 株 式 会 社

（単位：百万円）

2003年度 2002年度 前 年 同 期 比

科　　　　　　目

(2003.10～ (2002.10～ 増 減 額 増減率

2003.12) 2002.12)

％

売 上 高 3,720,037  3,356,472  363,565  10.8  

 売  上  総  利  益 190,896  184,713  6,183  3.3  

( 利 益 率 ) ( 5.13%) ( 5.50%) 

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 △ 154,919  △ 150,857  △ 4,062  2.7  

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 △ 1,269  △ 395  △ 874  ／ 

営   業   利   益 34,708  33,461  1,247  3.7  

そ の 他 の 収 益 ･ 費 用

利 息 ( 受 取 利 息 差 引 後 ) △ 3,911  △ 3,460  △ 451  13.0  

受 取 配 当 金 6,744  4,298  2,446  56.9  

有 価 証 券 損 益 10,983  △ 2,508  13,491  ／ 

固 定 資 産 損 益 △ 3,639  △ 1,435  △ 2,204  ／ 

そ の 他 の 損 益 △ 442  635  △ 1,077  ／ 

そ の 他 の 収 益 ･ 費 用 計 9,735  △ 2,470  12,205  ／ 

 税  引  前  利  益 44,443  30,991  13,452  43.4  

法 人 税 等 △ 17,237  △ 15,607  △ 1,630  ／ 

 税  引  後  利  益 27,206  15,384  11,822  76.8  

少 数 株 主 持 分 利 益 △ 3,275  △ 3,531  256  △ 7.3  

持 分 法 に よ る 投 資 損 益 ( 税 効 果 後 ) 7,966  14,372  △ 6,406  △ 44.6  

会計原則変更による累積影響額前利益 31,897  26,225  5,672  21.6  

会 計 原 則 変 更 に よ る 累 積 影 響 額   -    -    -  ／ 

 当   期  純  利  益 31,897  26,225  5,672  21.6  

（注）1. 当連結財務諸表は、監査法人による会計監査を受けておりません。

      2. 売上高及び営業利益については、日本の投資家の便宜を考慮して、日本の会計慣行に従い表示しております。

         なお、売上高は当社及び連結子会社が契約当事者または代理人等として行った取引額の合計となっております。

第3四半期 第3四半期

　



連　結　損　益　計　算　書

[米国の会計基準により作成]

9ヶ月間累計 （12月31日に終了した9ヶ月間） 三 菱 商 事 株 式 会 社

（単位：百万円）

2003年度 2002年度 前 年 同 期 比

科　　　　　　目

(2003.4～ (2002.4～ 増 減 額 増減率

2003.12) 2002.12)

％

売 上 高 11,232,459  9,682,087  1,550,372  16.0  

 売  上  総  利  益 568,901  533,870  35,031  6.6  

( 利 益 率 ) ( 5.06%) ( 5.51%) 

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 △ 466,299  △ 444,718  △ 21,581  4.9  

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 △ 1,698  △ 14,053  12,355  ／ 

営   業   利   益 100,904  75,099  25,805  34.4  

そ の 他 の 収 益 ･ 費 用

利 息 ( 受 取 利 息 差 引 後 ) △ 11,540  △ 10,755  △ 785  7.3  

受 取 配 当 金 16,765  22,090  △ 5,325  △ 24.1  

有 価 証 券 損 益 21,804  △ 17,392  39,196  ／ 

固 定 資 産 損 益 △ 6,779  7,459  △ 14,238  ／ 

そ の 他 の 損 益 2,023  △ 5,040  7,063  ／ 

そ の 他 の 収 益 ･ 費 用 計 22,273  △ 3,638  25,911  ／ 

 税  引  前  利  益 123,177  71,461  51,716  72.4  

法 人 税 等 △ 51,879  △ 35,083  △ 16,796  ／ 

 税  引  後  利  益 71,298  36,378  34,920  96.0  

少 数 株 主 持 分 利 益 △ 9,802  △ 6,337  △ 3,465  54.7  

持 分 法 に よ る 投 資 損 益 ( 税 効 果 後 ) 30,961  31,666  △ 705  △ 2.2  

会計原則変更による累積影響額前利益 92,457  61,707  30,750  49.8  

会 計 原 則 変 更 に よ る 累 積 影 響 額   -  8,100  △ 8,100  ／ 

 当   期  純  利  益 92,457  69,807  22,650  32.4  

（注）1. 当連結財務諸表は、監査法人による会計監査を受けておりません。
        2．2002年度9ヶ月間累計については、米国財務会計基準審議会基準書第142号「営業権及びその他の無形固定資産」及び
           会計原則審議会意見書第18号「持分法による普通株式投資の会計処理」に基づき、修正再表示を行っております。

      3. 売上高及び営業利益については、日本の投資家の便宜を考慮して、日本の会計慣行に従い表示しております。

         なお、売上高は当社及び連結子会社が契約当事者または代理人等として行った取引額の合計となっております。

9ヶ月 累計 9ヶ月 累計

　



　  

要　約　連 結 貸 借 対 照 表
[米国の会計基準により作成]

三 菱 商 事 株 式 会 社

(単位：百万円)

2003年12月末 2003年3月末 増　減　額

資     産     の     部 　

  流    動    資    産

560,840  515,519  45,321  

2,648,556  2,609,963  38,593  

491,941  485,071  6,870  

379,073  311,595  67,478  

流 動 資 産 合 計 4,080,410  3,922,148  158,262  

　投 資 及 び 長 期 債 権

2,012,942  1,901,881  111,061  

646,043  608,110  37,933  

投資及び長期債権合計 2,658,985  2,509,991  148,994  

　有形固定資産 （減価償却累計額控除後） 1,199,268  1,176,613  22,655  

　そ  の  他  の  資  産 357,714  489,185  △ 131,471  

合           計 8,296,377  8,097,937  198,440  

負 債 及 び 資 本 の 部

　流    動    負    債

短期借入金及び一年以内に

　　期限の到来する長期借入債務 1,124,325  961,665  162,660  

1,837,039  1,863,659  △ 26,620  

483,522  448,130  35,392  

流 動 負 債 合 計 3,444,886  3,273,454  171,432  

　長  期  借  入  債  務 3,037,168  3,085,016  △ 47,848  

　そ の 他 の 固 定 負 債 755,814  802,409  △ 46,595  

　資                本

126,612  126,609  3  

179,499  179,491  8  

利 益 準 備 金 35,960  35,550  410  

そ の 他 の 利 益 剰 余 金 952,455  872,939  79,516  

未 実 現 有 価 証 券 評 価 益 116,367  54,745  61,622  

未 実 現 デ リ バ テ ィ ブ 評 価 損 △ 6,201  △ 10,000  3,799  

最 小 年 金 債 務 調 整 額 △ 148,436  △ 148,126  △ 310  

為 替 換 算 調 整 勘 定 △ 196,982  △ 173,401  △ 23,581  

累積その他の包括損益合計 △ 235,252  △ 276,782  41,530  

△ 765  △ 749  △ 16  

資   本   合   計 1,058,509  937,058  121,451  

合           計 8,296,377  8,097,937  198,440  

(注)当連結財務諸表は、監査法人による会計監査を受けておりません。

現 ・ 預 金 及 び 短 期 運 用 資 産

営 業 債 権（貸倒引当金控除後)

棚 卸 資 産

そ の 他 の 流 動 資 産

関連会社投資等及びその他の投資

長 期 債 権（貸倒引当金控除後）

自 己 株 式

利 益 剰 余 金

累 積 そ の 他 の 包 括 損 益

営 業 債 務

そ の 他 の 流 動 負 債

資 本 金

資 本 剰 余 金

　



連 結 包 括 損 益 計 算 書
[米国の会計基準により作成]

三 菱 商 事 株 式 会 社

１．第３四半期（12月31日に終了した3ヶ月間）

(単位：百万円)

当   期   純   利   益 31,897  26,225  

そ の 他 の 包 括 損 益－税効果後

未実現有価証券評価益増減額 14,966  △ 9,781  

追加最小年金債務調整額 71            －

未実現ﾃﾞﾘﾊﾞﾃｨﾌﾞ評価損益増減額 672  △ 4,176  

外貨換算調整勘定期中増減額 △ 68,617  10,619  

その他の包括損益－税効果後－計 △ 52,908  △ 3,338  

包  括  損  益  合  計 △ 21,011  22,887  

２．９ヶ月間累計（12月31日に終了した9ヶ月間）

(単位：百万円)

当   期   純   利   益 92,457  69,807  

そ の 他 の 包 括 損 益－税効果後

未実現有価証券評価益増減額 61,622  △ 36,003  

追加最小年金債務調整額 △ 310            －

未実現ﾃﾞﾘﾊﾞﾃｨﾌﾞ評価損益増減額 3,799  △ 320  

外貨換算調整勘定期中増減額 △ 23,581  △ 32,370  

その他の包括損益－税効果後－計 41,530  △ 68,693  

包  括  損  益  合  計 133,987  1,114  

（注）1. 当連結財務諸表は、監査法人による会計監査を受けておりません。
      2．2002年度9ｹ月間累計については、米国財務会計基準審議会基準書第142号「営業権

及びその他の無形固定資産」及び会計原則審議会意見書第18号「持分法による普通
         株式投資の会計処理」に基づき、修正再表示を行っております。

2003年度

（2003.4～2003.12）

2002年度

（2002.4～2002.12）
摘         要

摘         要
2003年度 2002年度

（2003.10～2003.12） （2002.10～2002.12）

　



オペレーティング・セグメント情報
[米国の会計基準により作成]

三 菱 商 事 株 式 会 社

第３四半期 （12月31日に終了した3ヶ月間）

2003年度（2003.10～2003.12）
（単位：百万円）

消    去

又は全社

売 上 高 57,017 875,957 723,240 631,809 378,355 1,087,623 3,754,001 △33,964 3,720,037

売 上 総 利 益 12,080 16,724 39,518 35,409 16,495 71,561 191,787 △891 190,896

営 業 利 益 △489 6,056 12,075 12,570 5,847 17,399 53,458 △18,750 34,708

当 期 純 利 益 7,807 11,694 10,515 6,419 3,657 10,259 50,351 △18,454 31,897

総 資 産
（ 2003 年 12 月 末 ）

1,088,990 852,163 1,578,501 2,170,632 590,033 1,504,015 7,784,334 512,043 8,296,377

2002年度（2002.10～2002.12）
（単位：百万円）

消    去

又は全社

売 上 高 55,712 859,677 473,012 529,858 353,808 1,084,869 3,356,936 △464 3,356,472

売 上 総 利 益 11,060 17,071 31,381 31,016 14,641 74,185 179,354 5,359 184,713

営 業 利 益 △1,848 6,480 10,604 8,196 4,527 19,736 47,695 △14,234 33,461

当 期 純 利 益 372 10,078 4,032 7,461 3,312 11,477 36,732 △10,507 26,225

総 資 産
（ 2002 年 12 月 末 ）

985,805 819,774 1,181,864 2,026,579 568,421 1,538,635 7,121,078 938,542 8,059,620

９ヶ月間累計 （12月31日に終了した9ヶ月間）

2003年度（2003.4～2003.12）
（単位：百万円）

消    去

又は全社

売 上 高 169,114 2,745,351 2,154,154 1,942,716 1,138,226 3,176,166 11,325,727 △93,268 11,232,459

売 上 総 利 益 35,035 52,484 119,679 105,901 50,953 203,635 567,687 1,214 568,901

営 業 利 益 △4,001 19,897 39,013 39,796 18,300 41,762 154,767 △53,863 100,904

当 期 純 利 益 8,220 28,303 28,816 27,956 12,080 25,586 130,961 △38,504 92,457

2002年度（2002.4～2002.12)
（単位：百万円）

消    去

又は全社

売 上 高 192,064 2,313,196 1,479,497 1,590,418 1,031,534 3,133,049 9,739,758 △57,671 9,682,087

売 上 総 利 益 33,372 42,040 100,816 92,142 46,253 209,767 524,390 9,480 533,870

営 業 利 益 △6,836 9,541 41,193 14,945 14,374 46,542 119,759 △44,660 75,099

当 期 純 利 益 △2,356 19,852 18,549 12,484 9,202 27,885 85,616 △15,809 69,807

(注1)   各オペレーティング・セグメント情報は、監査法人による会計監査を受けておりません。

(注2)   各オペレーティング・セグメントは本邦会計基準に基づき作成しており、米国会計基準との差異については各オペレーティング・セグメントに配賦できない
         収益及び費用とあわせ「消去又は全社」に含めております。

(注3)   当第３四半期及び前年同期における総資産のうち「消去又は全社」の項目に含めた全社資産の金額は、それぞれ858,434百万円、1,240,168百万円です。
          その主なものは財務活動にかかる現金・預金及び有価証券等の資産です。

(注4)   2002年度9ヶ月間累計及び2002年12月末の総資産については、米国財務会計基準審議会基準書第142号「営業権及びその他の無形固定資産」及び
         会計原則審議会意見書第18号「持分法による普通株式投資の会計処理」に基づき、修正再表示を行っております。
          また、2003年4月1日付で、グループ組織改編を実施し、情報産業グループを廃止し、主として通信・メディア関連部門は新機能事業グループへ、宇宙・
         航空機関連及び通信・メディア関連部門の通信・衛星事業は機械グループへ移管したため、関連する各々のグループの前年同期の数値について組替
         再表示を行っております。

新 機 能 事 業 ｴﾈﾙｷﾞｰ事業 金 属 連 結 金 額機 械 化 学 品 生 活 産 業 計

連 結 金 額計生 活 産 業化 学 品新 機 能 事 業 機 械金 属ｴﾈﾙｷﾞｰ事業

化 学 品 生 活 産 業 計新 機 能 事 業 ｴﾈﾙｷﾞｰ事業 金 属 連 結 金 額

新 機 能 事 業 ｴﾈﾙｷﾞｰ事業 金 属 機 械 化 学 品 生 活 産 業 計 連 結 金 額
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